


 

Ⅳ 誘導区域の設定 
 

●住まいを誘導する「居住誘導区域」と、施設を誘導する「都市機能誘導区

域」を定めます。いずれの区域も市街化区域内に位置づけることが前提と

なります。また、都市機能誘導区域は、原則として、居住誘導区域内に設

定する必要があります。 

●本市には、岩井市街地、沓掛市街地、沓掛工業団地、坂東インター工業団

地、つくばハイテクパークいわい、既存産業拠点（上出島）の市街化区域

が指定されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市街化区域 

岩井市街地 

市街化区域 

沓掛市街地 

市街化区域内産業系市街地 

つくばハイテクパーク 
いわい 

既存産業拠点（上出島）

沓掛工業団地 

坂東インター工業団地 

図 68  
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 １ 居住誘導区域 

 

●居住誘導区域は、将来的に人口集積の見込まれる地域や、都市機能の集積

する地域、公共交通の沿道など、身近な範囲で生活するのに望ましい区域

とします。また、区域界については、地形地物などにより定めていくこと

とします。 

 
表 6 居住誘導区域の指定の考え方・条件 

居住誘導区域の指定の考え方 

以下①～③のいずれかを満たすとともに、④に該当しない場所。 

条件 内容 備考 

①将来人口の視

点 

・将来人口密度が 40 人/ha 以上となる見

込みの範囲※１ 

＊将来人口：2040

年推定値 

②公共交通軸の

視点 

・重要度の高いバス路線の停留所から 

300ｍの範囲 

＊ピーク時 1 時間に

片道 3 本程度のバ

ス路線。岩井市街

地のみ。 

③日常生活サー

ビスの視点 

・商業施設（スーパーマーケット）、医療施

設（病院・診療所）、高齢者福祉施設（介

護施設（通所介護以外も含む（訪問、短

期入所、小規模多機能））、子育て施設
のいずれかの徒歩圏に含まれる範囲 

 

④用途地域等の

指定 

・工業・工業専用地域 

（※現状で店舗等主要施設が立地している

箇所は含まない。） 

・総合公園 

・工業団地として整備されている地域 

（地区計画により住宅用途を制限する地

域、準工業地域内で工業系利用の高い

地域等） 

・土砂災害警戒区域 

・浸水想定区域※２ 

＊工業団地の整備

箇所が複数あり、

それらをすべて除

外する。 

 

 

※１ 令和 2 年国勢調査における小地域人口（年齢 5 歳階級別、男女別）を、100m

メッシュごとの住宅棟数（戸数）で按分し、メッシュごとの人口を算出しコーホー

ト要因法により推計値を算出しています。 

※２ 市街化区域内には一部浸水想定区域が含まれていますが、概ね自宅避難が可能

な浸水深（3ｍ未満）となっていることから、これら区域も居住誘導区域に含める

こととし、別途「防災指針」内で課題や災害対策を検討します。 
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①将来人口の視点 

 

・ 将来人口密度が 40 人/ha 以上となる見込みの範囲 

 

 

【岩井市街地】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【沓掛市街地】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 69-1 居住誘導区域の指定の考え方 
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②公共交通軸の視点 

 

・ 重要度の高いバス路線の停留所から 300ｍの範囲 

 

 

【岩井市街地】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【沓掛市街地】 

 

・対象バス路線なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 69-2 居住誘導区域の指定の考え方 
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③日常生活サービスの視点 

 

・ 商業施設、医療施設、高齢者福祉施設、子育て施設のいずれかの徒歩圏に含ま

れる範囲  ※P33 表 5 の徒歩圏を適用 

 

【岩井市街地】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【沓掛市街地】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 69-3 居住誘導区域の指定の考え方 

子育て施設 

高齢者福祉施設

商業施設 

医療施設 

商業施設 

子育て施設 

高齢者福祉施設

医療施設 
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④用途地域等の指定 

 

・ 工業・工業専用地域 

（現状で店舗等主要施設が立地している箇所は含まない。） 

・ 総合公園 

・ 工業団地として整備されている地域 

（地区計画により住宅用途を制限する地域、準工業地域内で工業系利用の高い

地域等） 

・ 土砂災害警戒区域       

 

【岩井市街地】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【沓掛市街地】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 69-4 居住誘導区域の指定の考え方 

総合公園 

工業地域 

工業・工業専用地域 
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●居住誘導区域の指定の考え方 

着色した箇所が各条件に合致する箇所です。（赤：対象要件 青：除外要件） 

これらに基づき区域を設定します。 
 

【岩井市街地】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【沓掛市街地】  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 69-5 居住誘導区域の指定の考え方 

③日常生活サービス 

の視点 

④用途地域等の指定 

（総合公園） 

④用途地域等の指定 

（工業地域） 

①将来人口の視点 

②公共交通軸の視点 

③日常生活サービス 

の視点 

④用途地域等の指定 

（工業・工業専用地域）

①将来人口の視点 
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【居住誘導区域（岩井市街地）】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 70 居住誘導区域（岩井市街地）

市街化区域 

居住誘導区域
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【居住誘導区域（沓掛市街地）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 71 居住誘導区域（沓掛市街地） 

居住誘導区域 

市街化区域 
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２ 都市機能誘導施設・都市機能誘導区域 

 

市街地の拠点性を保つために、都市機能誘導施設および都市機能誘導区域

を定め、区域内に施設を誘導していきます。 

 

（１）都市機能誘導施設 
 

１）都市機能誘導施設の考え方 

●本市居住者の生活利便性の維持・向上を図るため、今後の人口減少下に

おいても、本市の拠点である都市機能誘導区域内に維持・確保する施設

です。 

●都市機能誘導施設として定めた施設は、区域外への新規の立地を防ぐこ

とや、現在区域外に立地している施設を将来的に区域内に誘導すること

により、区域内での立地を維持します。 

●ただし、郊外部における身近な利便施設として利用されている既存施設

の一部（介護施設（通所系）、保育所、病院・診療所）については、居

住誘導区域内やおおむね集落ゾーン内に立地している場合は、継続的な

立地を認めることとします。 

 

 

 

【都市機能誘導施設の考え方】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

転入の誘導 

都市機能誘導区域外にある施

設が、区域内に立地するよう

誘導します。 

転出の誘導 

都市機能誘導区域内にある施設

が、区域外に転出しないよう誘導

します。 

新設・廃業等状況の把握 

都市機能誘導区域内における

施設の新設・廃業等の状況を

把握します。 

図 72 
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２）都市機能誘導施設の設定 

●都市機能誘導施設は、市民の生活利便性を保つための施設であり、行政、

介護福祉、子育て等の機能を担う施設を対象とします。具体的な対象施

設および現在の立地状況等は下表に示すとおりです。 

●これらの施設については、移転、新規開業、廃業等の場合、届出が必要

になることがあります。詳しくは「Ⅴ ２ 届出」をご参照ください。 

 
表 7 都市機能誘導施設の対象とする機能 

都市機能誘導施設

の対象とする機能 

①行政機能  ②介護福祉機能  

③子育て機能 ④商業機能  

⑤医療機能  ⑥金融機能  ⑦教育・文化機能 

 
表 8 都市機能誘導施設の内容 

都市機能誘導施設 備考 

①行政機能 市役所（本庁舎） 
地方自治法第４条第１項に規定する事務所 

・分庁舎、窓口機能等は除く。 

②介護福祉機能 

地域包括支援センター 

（中央地域担当） 

介護保険法第１１５条の４６第１項に規定する施設 

・その他地域担当のセンターは除く。 

社会福祉協議会 

社会福祉法第１０９条第１項に規定する団体の事務

所が置かれている施設 

・支所は除く。 

介護施設（通所系） 
介護保険法に定める施設であって、通所（通所介

護・通所リハビリテーション）を目的とする施設 

③子育て機能 保育所等 

児童福祉法第３９条に規定する保育所 

就業前の子どもに関する教育、保育等の総合的な

提供の推進に関する法律第２条第６項に規定する

認定子ども園 

学校教育法第１条に規定する幼稚園 

④商業機能 大規模商業施設 
大規模小売店舗立地法第２条第２項に規定する店

舗面積の合計が 1,000 ㎡以上の小売店舗 

⑤医療機能 病院・診療所 
医療法第１条の５に規定する施設 

・病院・診療所のうち歯科医院は除く。 

⑥金融機能 銀行・信用金庫 
銀行法第２条第１項に規定する銀行 

信用金庫法、労働金庫法に定める信用金庫等 

⑦教育・文化機能 

総合文化ホール 市が整備する公共公益施設 

図書館（岩井） 

図書館法第２条第１項に規定する施設のうち、市が

設置する図書館 

・図書館（猿島）は除く。 
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（２）都市機能誘導区域 
 

●都市機能誘導区域については、公共交通軸の視点を基本として、公共交

通＋徒歩で、各種都市機能にアクセスできるような範囲を設定します。 

●広い範囲を指定しても、都市機能が拡散し、利便性が低下することにな

るため、用途地域の指定状況等を考慮しながら、範囲を限定して設定し

ていきます。また、区域界については、地形地物などにより定めていく

こととします。 

表 9 都市機能誘導区域の指定の考え方 

都市機能誘導区域の指定の考え方 

「重要度の高いバス路線の停留所から 300ｍの範囲」を基本の条件とし、その他の選

択要件の重なりを判断し誘導施設の立地に適した範囲。 

条件 内容 備考 

基本要件 

①公共交通軸の視点 
・重要度の高いバス路線の停留所から

300ｍの範囲 

＊ピーク時１時間に

片道 3 本程度の

バス路線。 

選択要件 

②将来人口の視点 

・将来人口密度が 40 人/ha 以上となる

見込みの範囲 

＊将来人口：2040

年推定値 

③生活サービス施設

集積状況 

・生活サービス施設（商業施設、医療施

設、高齢者福祉施設、子育て施設等）

の集積する地区 

＊徒歩圏に 2 つ以

上の施設が集積 

④用途地域の指定 

・商業系用途を中心として、求める都市

機能が立地可能な用途地域 

（商業地域、近隣商業地域、第一種住

居地域、第二種住居地域の一部※1、

工業地域の一部※2） 

※1：基本要件の範

囲 

※2：大規模商業施

設が立地してい

る地域 

※工業地域内に大規模商業施設が立地しており、当該箇所については都市機能誘導区

域の候補となるため、工業地域自体を要件とした除外はしません。ただし、将来的に用

途の変更も含めて当該箇所の位置づけを検討します。 

※沓掛市街地は、基本要件に該当するバス路線がないため、今回は、都市機能誘導区

域を指定しません。ただし、今後、公共交通の見直しにより、基本要件に該当した場合

には、必要に応じて見直しを検討します。 
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①公共交通軸の視点 

 

・ 重要度の高いバス路線の停留所から 300ｍの範囲 

 

【岩井市街地】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②将来人口の視点 

 

・ 将来人口密度が 40 人/ha 以上となる見込みの範囲 

 

【岩井市街地】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 73-1 都市機能誘導区域の指定の考え方

図 73-2 都市機能誘導区域の指定の考え方
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●都市機能誘導区域の指定の考え方 

着色した箇所が各条件に合致する箇所です。これらに基づき区域を設定

します。 

 

【岩井市街地】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 73-5 都市機能誘導区域の指定の考え方 

 

※生活サービス施設の集積状況は市街化区域のほぼ全域が対象のため上図には施設位

置のみ記載（範囲は非掲載）

②将来人口の視点 

①公共交通軸の視点

④用途地域の指定

③生活サービス施設集積状況
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【都市機能誘導区域（岩井市街地）】 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 74 都市機能誘導区域（岩井市街地） 

市街化区域 

都市機能誘導区域 
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【居住誘導区域・都市機能誘導区域】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 75 
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【都市機能誘導区域・居住誘導区域・用途地域（岩井市街地）】 

図 76 
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【居住誘導区域・用途地域（沓掛市街地）】 

図 77 
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【都市機能誘導施設の現在の立地状況（岩井市街地）】 

図 78 
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表 10 都市機能誘導施設の立地状況 

 現在の立地 

①行政機能 

市役所（本庁舎） 都市機能誘導区域内（１か所） 

②介護福祉機能 

地域包括支援センター（中央地域担当） 都市機能誘導区域内（１か所） 

社会福祉協議会 都市機能誘導区域外（１か所） 

介護施設（通所系） 都市機能誘導区域内（４か所） 

都市機能誘導区域外（11 か所） 

③子育て機能 

保育所等 都市機能誘導区域内（１か所） 

都市機能誘導区域外（14 か所） 

④商業機能 

大規模商業施設 都市機能誘導区域内（7 か所） 

都市機能誘導区域外（2 か所） 

⑤医療機能 

病院・診療所 都市機能誘導区域内（5 か所） 

都市機能誘導区域外（19 か所） 

⑥金融機能 

銀行・信用金庫 都市機能誘導区域内（４か所） 

都市機能誘導区域外（１か所） 

⑦教育・文化機能 

総合文化ホール 都市機能誘導区域外（１か所） 

市立図書館（岩井） 都市機能誘導区域外（１か所） 

 

 

表 11 誘導区域の面積 

区域名 

  

市街化区域 
（ha） 

  

居住誘導区域 
（ha） 

都市機能誘導区域 
（ha） 

岩井市街地 340.0 321.7 129.3
沓掛市街地 253.7 139.8 －
その他 159.7 － －
合 計 753.4 461.5 129.3
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